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第４章 介護サービス基盤の充実

第１節 介護サービス基盤の整備

１ 介護サービスの種類とサービス量の見込み

(1) 介護サービスの種類

① 介護給付対象サービス

市町村の要介護認定によって、常時介護が必要とされた要介護者には、介護

の必要の程度に応じた介護サービスが提供されます。介護給付の対象となるサ

ービスには 「居宅サービス 「地域密着型サービス 「施設サービス」があ、 」、 」、

ります。

② 予防給付対象サービス

市町村の要支援認定によって、要介護状態の軽減・悪化防止のための支援や

日常生活の支援が必要とされた要支援者には、支援の必要の程度に応じた介護

サービスが提供されます。予防給付の対象となるサービスには 「介護予防サ、

ービス 「地域密着型介護予防サービス」があります。」、

介
護
給
付(
要
介
護
１
～
５)

予
防
給
付(

要
支
援
１
・
２)

【訪問サービス】
・(共生型)訪問介護 ・訪問入浴介護
・訪問看護 ・訪問リハビリテーション
【通所サービス】
・(共生型)通所介護
・通所リハビリテーション
【短期入所サービス】
・(共生型)短期入所生活介護
・短期入所療養介護
【その他サービス】
・特定施設入居者生活介護
・福祉用具貸与 ・特定福祉用具販売
・居宅介護住宅改修費
・居宅療養管理指導

居宅サービス

居宅介護支援

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護（複合型ｻｰﾋﾞｽ）
・認知症対応型共同生活介護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）
・認知症対応型通所介護
・(共生型)地域密着型通所介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（小規模な特別養護老人ホーム）

・地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型サービス

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・介護医療院

施設サービス

【訪問サービス】 【短期入所サービス】
・介護予防訪問入浴介護 ・介護予防訪問看護 ・(共生型)介護予防短期入所生活介護
・介護予防訪問リハビリテーション ・介護予防短期入所療養介護
【通所サービス】
・介護予防通所リハビリテーション
【その他サービス】
・介護予防特定施設入居者生活介護 ・介護予防福祉用具貸与
・特定介護予防福祉用具販売 ・介護予防住宅改修費 ・介護予防居宅療養管理指導

介護予防サービス

・介護予防認知症対応型共同生活介護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）
・介護予防認知症対応型通所介護
・介護予防小規模多機能型居宅介護

地域密着型介護予防サービス

介護予防支援

○介護予防・日常生活支援総合事業 ○包括的支援事業 ○任意事業

～地域支援事業（要支援１・２、基本チェックリストで事業対象者と判断された方等）～

～介護サービスの種類と類型～
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(2) 介護保険対象サービスの量を見込むに当たっての基本的な考え方

① 居宅サービス及び地域密着型サービス

○ 高齢者が介護を要する状態になっても、できる限り住み慣れた地域や家庭

で自立した生活が継続できるようにするため、居宅サービスや地域密着型サ

ービスの充実等により地域包括ケアシステムを推進するとともに、介護する

家族等の負担軽減を図ります。

○ 特に、医療と介護の両方を必要とする方や中重度の要介護状態にある在宅

の高齢者の増加に対応するため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（定期

巡回・随時対応サービス 、看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

：小規模多機能型居宅介護と訪問看護の組合せ）及び小規模多機能型居宅介

護などの普及を促進します。

○ 高齢者がさらに増加することを踏まえ、居宅サービス利用者数について

は、令和２(2020)年８月現在の３万6,080人から令和５(2023)年度には

３万6,290人と、210人(0.6％)の増加を見込み、地域密着型サービスにつ

いても、同年８月現在の8,259人から令和５(2023)年度には9,555人と、

1,296人(15.7％)の増加を見込みました。

② 施設サービス

○ 居宅サービスや地域密着型サービスを一層充実させることを基本とします

が、一方で、居宅では介護の困難な重度の要介護者の増加や高齢者のニーズ

が多様化している実態を踏まえ、各市町村計画を基に、地域の実情に応じた

施設サービスの計画的な整備・充実に努めます。

○ また、令和５(2023)年度末で廃止期限を迎える介護療養型医療施設につい

ては、介護医療院等への円滑な転換を支援します。

○ 施設サービス利用者についても、重度の要介護者が増えることを踏まえ、

令和２(2020)年８月現在の9,404人から令和５(2023)年度には9,750人と、

346人(3.7％)の増加を見込みました。

③ 地域包括支援センター

〇 地域ケア会議の充実や職員に対する研修等を通じて、地域包括ケアシステ

ム構築へ向けた中核的な機関である地域包括支援センターの機能強化を図り

ます。
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80ページから104ページに記載している介護保険対象サービスの実績及び見込

量については、平成30(2018)年度・令和元(2019)年度は実績を記載し、令和２

(2020)年度以降は県内市町村が第八期介護保険事業計画策定のために推計した

サービス量の見込みを集計したものです。

(3) 介護給付対象サービスの概要とサービス量の見込み

① 居宅サービス等

ア 居宅サービス

ア－１ 訪問介護(ホームヘルプサービス)

［概要］

○ 訪問介護は、ホームヘルパーが居宅において介護が必要な人（以下「居宅

要介護者」といいます ）の居宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護。

その他の日常生活上の世話を行うサービスです。

○ 県内の指定訪問介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が480、令和２

(2020)年９月現在が461となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が3,618,988回／年、

令和元(2019)年度が3,714,208回／年となっています。

［基本的方向］

○ ホームヘルパーの資質向上を図るための研修を実施します。

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

訪問介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

サービス量(回／年) 3,618,988 3,714,208 3,867,396 3,948,580 4,077,760 4,228,259

ア－２ 訪問入浴介護

［概要］

○ 訪問入浴介護は、居宅要介護者の居宅を訪問し、浴槽を持ち込んで入浴の

介護を行うサービスです。
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○ 県内の指定訪問入浴介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が23、令和２

(2020)年９月現在が19となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が20,424回／年、令和元

(2019)年度が19,343回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

訪問入浴介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

20,424 19,343 19,242 20,774 21,370 22,043サービス量(回／年)

ア－３ 訪問看護

［概要］

○ 訪問看護は、症状が安定期にあり、主治医が認めた居宅要介護者に対して、

看護師等が居宅を訪問し、療養上の世話や必要な診療の補助を行うサービス

です。

○ 県内の指定訪問看護ステーションの数は、平成30(2018)年４月が123、

令和２(2020)年９月現在が142となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が282,774回／年、令和元

(2019)年度が312,769回／年となっています。

［基本的方向］

○ 在宅における医療・看護ニーズの高まりにより、訪問看護は今後需要の増

加も見込まれますので、県内全域でのサービス提供体制の確保を図ります。

○ 事業者に対する助言や情報提供などにより、普及を促進します。

訪問看護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

282,774 312,769 331,720 350,426 362,530 374,564サービス量(回／年)
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ア－４ 訪問リハビリテーション

［概要］

○ 訪問リハビリテーションは、症状が安定期にあり、計画的な医学的管理の

下におけるリハビリテーションを要すると主治医が認めた通院が困難な居宅

要介護者に対し、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が居宅を訪問して、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう必要なリハ

ビリテーションを行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が67,973回／年、令和元(2019)

年度が71,593回／年となっています。

［基本的方向］

○ リハビリテーション関係団体や養成施設等との連携を図りながら理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士の確保に努めるとともに、研修等により資質

の向上を図ります。

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

訪問リハビリテーションのサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

67,973 71,593 78,703 88,667 90,854 93,926サービス量(回／年)

ア－５ 居宅療養管理指導

［概要］

○ 居宅療養管理指導は、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、保健師、看

護師、准看護師及び管理栄養士が、通院が困難な居宅要介護者に対し、居宅

を訪問して、心身の状況や環境等を把握し、それらを踏まえて療養上の管理

及び指導を行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が48,656人／年、令和元(2019)

年度が53,028人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。



- 83 -

居宅療養管理指導のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

48,656 53,028 57,324 60,408 62,736 65,124サービス量(人／年)

ア－６ 通所介護（デイサービス）

［概要］

○ 通所介護は、居宅要介護者が、老人デイサービスセンター等に通い、その

施設で入浴、食事の提供などの介護、その他の必要な日常生活の世話や機能

訓練を行うサービスです。

○ 県内の指定通所介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が378、令和２

(2020)年９月現在が388となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が2,352,247回／年、令和元

(2019)年度が2,432,215回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

○ 小規模な通所介護事業所（利用定員が18人以下）については、平成28(2016)

年４月から市町村が指定・監督する地域密着型サービスへ移行されました。

通所介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

サービス量(回／年) 2,352,247 2,432,215 2,473,357 2,550,359 2,601,492 2,662,577

ア－７ 通所リハビリテーション(デイケア)

［概要］

○ 通所リハビリテーションは、症状が安定期にあり、計画的な医学的管理の

下にリハビリテーションが必要と主治医が認めた居宅要介護者に対し、介護

老人保健施設、病院又は診療所において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう必要なリハビリテーションを行うサービスで

す。

○ 県内の指定通所リハビリテーション事業所の数は、平成30(2018)年４月

が132、令和２(2020)年９月現在が132となっています。
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○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が536,740回／年、令和元

(2019)年度が524,682回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

通所リハビリテーションのサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

536,740 524,682 490,303 525,406 535,957 545,545サービス量(回／年)

ア－８ 短期入所生活介護（ショートステイ）

［概要］

○ 短期入所生活介護は、居宅要介護者が、特別養護老人ホーム等に短期間

入所し、その施設で、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の

世話及び機能訓練を行うサービスです。

○ 県内の指定短期入所サービス事業所の数は、平成30(2018)年４月が117、

令和２(2020)年９月現在が118となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が278,265日／年、令和元

(2019)年度が264,318日／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

短期入所生活介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

278,265 264,318 249,641 266,906 271,048 276,169サービス量(日／年)

ア－９ 短期入所療養介護（ショートステイ）

［概要］

○ 短期入所療養介護は、症状が安定期にある居宅要介護者が、介護老人保健

施設、介護療養型医療施設等に短期間入所し、その施設で、看護、医学的
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管理下における介護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の世話を

行うサービスです。

○ 県内の指定短期入所サービス事業所の数は、平成30(2018)年４月が73、

令和２(2020)年９月現在が68となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が28,329日／年、令和元(2019)

年度が27,745日／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

短期入所療養介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

28,329 27,745 22,229 25,260 25,934 27,052サービス量(日／年)

ア－10 特定施設入居者生活介護

［概要］

○ 特定施設入居者生活介護は、有料老人ホーム等に入居している要介護者に

対し、その施設で、サービス内容等を定めた計画に基づき、入浴、排せつ、

食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行う

介護サービスです。

○ 特定施設入居者生活介護は、介護専用型特定施設（要介護者のみが入居

する特定施設）と混合型特定施設（要介護者以外も入居する特定施設）とに

区分されます。

○ 県内の指定特定施設入居者生活介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が67、

令和２(2020)年９月現在が75となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が21,641人／年、令和元(2019)

年度が21,921人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。
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特定施設入居者生活介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

21,641 21,921 24,168 24,816 26,148 26,484サービス量(人／年)

ア－11 福祉用具貸与

［概要］

○ 福祉用具貸与は、居宅要介護者に対し、福祉用具の貸与を行うサービスで

す。利用に当たっては、福祉用具専門相談員が福祉用具の利用方法やメンテ

ナンスの相談に応じます。

○ 県内の指定福祉用具貸与事業所の数は、平成30(2018)年４月が80、令和２

(2020)年９月現在が75となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が196,626人／年、令和元

(2019)年度が202,152人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

○ 福祉用具の給付については、適切な貸与価格を確保する等の観点から、国

が商品ごとに全国平均貸与価格を公表することや、貸与価格に一定の上限を

設けること等の見直しが、平成30(2018)年10月から施行されました。

福祉用具貸与のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

196,626 202,152 207,684 213,036 219,384 224,700サービス量(人／年)

ア－12 特定福祉用具購入費

［概要］

○ 特定福祉用具購入費は、居宅要介護者に対し、入浴又は排せつの用に供す

る所定の福祉用具の販売を行うサービスです。

利用に当たっては、福祉用具専門相談員が相談に応じます。

○ 県内の指定特定福祉用具販売事業所の数は、平成30(2018)年４月が74、令

和２(2020)年９月現在が69となっています。
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○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が2,876人／年、令和元(2019)

年度が2,899人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

特定福祉用具購入費のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

2,876 2,899 3,000 3,360 3,564 3,672サービス量(人／年)

ア－13 住宅改修費

［概要］

○ 住宅改修費は、個々の利用者の身体等の状況に応じた適切な住宅改修を行

う場合に、手すりの取付け等、小規模な住宅改修費用を支給するサービスで

す。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が2,945人／年、令和元(2019)

年度が2,680人／年となっています。

［基本的方向］

○ 要介護者の身体等の状況に応じた適切な利用を図るため、市町村を支援し

ます。

住宅改修費のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

2,945 2,680 2,760 3,396 3,468 3,528サービス量(人／年)

イ 居宅介護支援

［概要］

○ 居宅介護支援は、要介護者の希望や心身の状況等を勘案し、介護サービス

提供事業者等との連絡調整を行い、居宅サービス計画（ケアプラン）の作成

や給付の管理を行うサービスです。介護保険施設への入所を要する場合には、

介護保険施設の紹介なども行います。

これら介護保険制度の要となる役割を、居宅介護支援事業所の介護支援専

門員（ケアマネジャー）が担っています。



- 88 -

○ 県内の指定居宅介護支援事業所の数は、平成30(2018)年４月が516、令和

２(2020)年９月現在が496となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が312,024人／年、令和元

(2019)年度が314,799人／年となっています。

［基本的方向］

○ 居宅介護支援事業所の指定権限が、平成30(2018)年４月から市町村に移譲

されたため、事業主体である市町村に対して助言を行います。

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、市町村による事業者に対する

指導・助言への支援を行います。

居宅介護支援のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

312,024 314,799 314,556 321,696 329,004 337,044サービス量(人／年)

② 地域密着型サービス

地域密着型サービスとは、高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み

慣れた自宅又は地域で生活を継続できるようにするため、身近な市町村で提供

されるサービスです。市町村がサービス事業者の指定や指導監督の権限を

有するとともに、原則として事業所の所在する市町村の被保険者のみがサービス

利用が可能となります。

ア－１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護(定期巡回・随時対応サービス)

［概要］

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、居宅要介護者に対し、日中・夜間

を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが密接に連携しなが

ら、定期巡回訪問と随時の対応を行うサービスです。

○ 県内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の数は、平成30

(2018)年４月が５、令和２(2020)年９月現在が４となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が234人／年、令和元(2019)年

度が243人／年となっています。
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［基本的方向］

○ 事業主体である市町村や事業者に対する助言や情報提供などにより、普及

を促進します。

○ 県や市町村において、事業者から提供される情報の公開を進めるとともに、

運営に関する事業者の自己評価や介護・医療連携推進会議による外部評価、

さらには、介護職員等への研修を実施することによって、サービスの質の向

上を図ります。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

234 243 276 528 768 1,020サービス量(人／年)

ア－２ 夜間対応型訪問介護（夜間対応型ホームヘルプサービス）

［概要］

○ 夜間対応型訪問介護は、夜間において、ホームヘルパーが、定期的な巡回

もしくは通報により、居宅要介護者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話を行うサービスです。

○ 県内の夜間対応型訪問介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が１、令和

２(2020)年９月現在が２となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が136人／年、令和元(2019)年

度が109人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

夜間対応型訪問介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

136 109 96 132 132 132サービス量(人／年)

ア－３ 地域密着型通所介護

［概要］

○ 居宅サービスの通所介護（デイサービス）のうち、小規模な通所介護の事

業所（利用定員が18人以下）については、少人数で生活圏域に密着したサー
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ビスであることから、地域との連携や運営の透明性を確保するため、平成28

(2016)年４月から地域密着型サービスに移行されました。

、○ 県内の指定地域密着型通所介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が274

令和２(2020)年９月現在が266となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が621,451回／年、令和元(201

9)年度が619,894回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

地域密着型通所介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

621,451 619,894 637,038 663,655 680,561 695,507サービス量(回／年)

ア－４ 認知症対応型通所介護（認知症対応型デイサービス）

［概要］

○ 認知症対応型通所介護は、認知症の居宅要介護者に対して、老人デイサー

ビスセンター等において、入浴、食事の提供とそれに伴う介護その他の必要

な日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。

○ 県内の指定認知症対応型通所介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が38、

令和２(2020)年９月現在が34となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が33,292回／年、令和元(2019)

年度が30,531回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

認知症対応型通所介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

33,292 30,531 35,180 34,654 35,489 37,452サービス量(回／年)
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ア－５ 小規模多機能型居宅介護

［概要］

○ 小規模多機能型居宅介護は、居宅要介護者に対し、その人の心身の状況、

環境に応じて、その人の選択に基づいて、そのサービス拠点への通い、ある

いは短期の宿泊により、入浴、排せつ、食事の提供とそれに伴う介護その他

の必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。

○ 県内の指定小規模多機能型居宅介護事業所の数は、平成30(2018)年４月が

60、令和２(2020)年９月現在が59となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が12,402人／年、令和元(2019)

年度が12,849人／年となっています。

○ 小規模な施設であるために密室性が高く、利用者保護の体制整備が求めら

れており、情報公開や事業者が提供するサービスの質に関する評価制度が設

けられています。

［基本的方向］

○ 事業主体である市町村や事業者に対する助言や情報提供などにより、普及

を促進します。

○ 県や市町村において、事業者から提供される情報の公開を進めるとともに、

運営に関する事業者の自己評価や運営推進会議による外部評価、さらには、

介護職員等への研修を実施することによって、サービスの質の向上を図りま

す。

小規模多機能型居宅介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

12,402 12,849 13,500 14,124 14,892 15,408サービス量(人／年)

ア－６ 認知症対応型共同生活介護 (認知症高齢者グループホーム)

［概要］

○ 認知症対応型共同生活介護は、認知症の要介護者に対して、その共同生活

を営むべき住居（グループホーム）において、入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスであり、認知症の

進行の抑止などの効果が評価されており、今後増加することが見込まれる

認知症高齢者に対する中心的な介護サービスです。
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○ 県内の指定認知症対応型共同生活介護事業所の数は、平成30(2018)年４月

が184、令和２(2020)年９月現在が182(定員2,536人)となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が28,091人／年、令和元(2019)

年度が27,900人／年となっています。

○ 小規模な施設であるために密室性が高く、利用者保護の体制整備が求め

られており、情報公開や事業者が提供するサービスの質に関する評価制度が

設けられています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

○ 県や市町村において、事業者から提供される情報の公開を進めるとともに、

運営に関する事業者の自己評価や評価機関による外部評価、さらには、介護

職員等への研修を実施することによって、サービスの質の向上を図ります。

認知症対応型共同生活介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

28,091 27,900 28,416 29,328 30,012 31,236サービス量(人／年)

ア－７ 地域密着型特定施設入居者生活介護

［概要］

○ 地域密着型特定施設入居者生活介護は、入居定員が29人以下である有料

老人ホーム等に入居している要介護者に対して、その施設で、サービス内容

等を定めた計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上

の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うサービスです。

◯ 県内の地域密着型特定施設入居者生活介護事業所の数は、令和２(2020)年

９月末現在が１(定員18)となっています。

◯ 県全体の利用実績は、令和元(2019)年度が25人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。
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地域密着型特定施設入居者生活介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

25 0 216 216 216サービス量(人／年) －

ア－８ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

［概要］

○ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、地域密着型介護老人福祉

施設（定員が29人以下の特別養護老人ホーム）に入所する要介護者に対し、

施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常

生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うサービスです。

○ 県内の指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所の数は、

令和３(2021)年３月現在（見込み）が12（定員309人）となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が3,209人／年、令和元(2019)

年度が3,377人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

3,209 3,377 3,408 3,780 3,780 4,476サービス量(人／年)

ア－９ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

［概要］

○ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）は、居宅要介護者に対し、

訪問看護及び小規模多機能型居宅介護を組み合わせて提供するサービスです。

○ 県内の指定看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）事業所の数は、

平成30(2018)年４月が４、令和２(2020)年９月現在が７となっています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が1,225人／年、令和元(2019)

年度が1,636人／年となっています。

○ 小規模な施設であるために密室性が高く、利用者保護の体制整備が求めら
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れており、情報公開や事業者が提供するサービスの質に関する評価制度が設

けられています。

［基本的方向］

○ 事業主体である市町村や事業者に対する助言や情報提供などにより、普及

を促進します。

○ 県や市町村において、事業者から提供される情報の公開を進めるとともに、

運営に関する事業者の自己評価や運営推進会議による外部評価、さらには、

介護職員等への研修を実施することによって、サービスの質の向上を図りま

す。

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

1,225 1,636 2,052 3,288 4,056 4,416サービス量(人／年)

③ 施設サービス

［現況］

○ 介護保険施設は、重度の要介護者へのサービスの拠点としてはもちろんの

こと、地域における居宅サービスの拠点としても重要な役割を担っています。

○ 介護保険施設については、集団処遇型のケアから個人の自立を尊重した

ケアへの転換を図ることが求められており、地域の実情に応じて、従来の

多床室を主体とする居住環境を改善していく必要があります。

○ 介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む）については、

居宅における生活が困難な重度の要介護者を支える施設としての役割を充実

させる必要があります。

［基本的方向］

○ 各市町村計画を基に、地域の実情に応じた施設サービスの計画的な整備・

充実に努めます。

○ 令和５(2023)年度末で廃止期限を迎える介護療養型医療施設については、

介護医療院等への転換が円滑に行われるよう支援します。
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ア－１ 介護老人福祉施設

［概要］

○ 介護老人福祉施設（定員が30人以上の特別養護老人ホーム）は、施設

サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上

の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設

で、令和３(2021)年３月現在(見込み)で95施設、定員5,692人(地域密着型を

含めると107施設、定員6,001人)となっています。

介護老人福祉施設のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

66,876 66,671 67,272 67,692 67,824 67,908サービス量(人／年)

ア－２ 介護老人保健施設

［概要］

○ 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の

下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を

行うことを目的とする施設で、令和３(2021)年３月現在(見込み)で44施設、

定員3,273人となっています。

介護老人保健施設のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

37,860 37,877 38,772 37,332 37,356 37,368サービス量(人／年)

ア－３ 介護療養型医療施設

［概要］

○ 介護療養型医療施設は、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護その他の世話及び機能訓練その他必要な

医療を行うことを目的とする施設で、令和３(2021)年３月末現在(見込み)で

22医療機関、定員622人となっています。

○ 介護療養型医療施設については、令和５(2023)年度末が廃止期限とされて

いることから、介護医療院等への転換が円滑に行われるよう支援します。
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介護療養型医療施設のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

8,799 8,240 7,524 6,540 6,372 4,752サービス量(人／年)

ア－４ 介護医療院

［概要］

○ 介護医療院は、主に療養病床の転換の受け皿として、今後増加が見込まれる

慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な

重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と 「生活施設」の、

機能を兼ね備えた施設で、令和３(2021)年３月現在(見込み)で４施設、定員

131人となっています。

○ 介護医療院については、本計画期間については引き続き療養病床からの転

換を優先することとします。

介護医療院のサービスの実績及び見込量

平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

24 178 264 3,588 4,572 6,972サービス量(人／年)
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(4) 予防給付対象サービスの概要とサービス量の見込み

① 介護予防サービス等

ア 介護予防サービス

以下のそれぞれのサービスについて、居宅サービスと一体となった施策を進

めます。なお、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、平成29(2017)年４

月から全市町村において介護予防・日常生活支援総合事業に移行しました。

ア－１ 介護予防訪問入浴介護

［概要］

○ 介護予防訪問入浴介護は、居宅要支援者の介護予防を目的として、居宅を

訪問し、浴槽を持ち込んで入浴の支援を行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が117回／年、令和元(2019)年

度が150回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防訪問入浴介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

117 150 56 58 94 94サービス量(回／年)

ア－２ 介護予防訪問看護

［概要］

○ 介護予防訪問看護は、主治医が認めた居宅要支援者に対し、介護予防を目

的として、看護師等が居宅を訪問して療養上の支援又は必要な診療の補助を

行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が28,362回／年、令和元(2019)

年度が32,102回／年となっています。

［基本的方向］

○ 在宅における医療・看護ニーズの高まりにより、訪問看護は今後需要の増

加も見込まれますので、サービスの供給体制の確保を図ります。
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○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防訪問看護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

28,362 32,102 34,438 35,251 35,906 36,846サービス量(回／年)

ア－３ 介護予防訪問リハビリテーション

［概要］

○ 介護予防訪問リハビリテーションは、主治医が認めた通院が困難な居宅要

支援者に対し、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が居宅を訪問して、

自立した日常生活を営むことができるよう介護予防を目的としたリハビリテ

ーションを行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が9,057回／年、令和元(2019)

年度が9,893回／年となっています。

［基本的方向］

○ リハビリテーション関係団体や養成施設等との連携を図りながら理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士の確保に努めるとともに、研修等により資質

の向上を図ります。

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防訪問リハビリテーションのサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

9,057 9,893 13,594 14,604 14,920 15,401サービス量(回／年)

ア－４ 介護予防居宅療養管理指導

［概要］

○ 介護予防居宅療養管理指導は、医師、歯科医師、薬剤師等が、通院が困難

な居宅要支援者の居宅を訪問して、心身の状況や環境等を把握し、それらを

踏まえて介護予防を目的とした療養上の管理及び指導を行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が1,748人／年、令和元(2019)

年度が1,939人／年となっています。
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［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防居宅療養管理指導のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

1,748 1,939 2,112 2,460 2,472 2,520サービス量(人／年)

ア－５ 介護予防通所リハビリテーション（介護予防デイケア）

［概要］

○ 介護予防通所リハビリテーションは、主治医が認めた居宅要支援者に対し、

介護老人保健施設、病院又は診療所において、自立した日常生活を営むこと

ができるよう介護予防を目的としたリハビリテーションを行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が23,533人／年、令和元(2019)

年度が23,772人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防通所リハビリテーションのサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

23,533 23,772 22,224 23,460 23,892 24,252サービス量(人／年)

ア－６ 介護予防短期入所生活介護（介護予防ショートステイ）

［概要］

○ 介護予防短期入所生活介護は、居宅要支援者が特別養護老人ホーム等に

短期間入所し、その施設で、介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うサービスです。

○ 介護する家族の負担軽減の点でも効果の高いサービスなので、必要に応じ

た供給を確保するとともに、その質の向上を図ることが必要です。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が5,960日／年、令和元(2019)

年度が5,924日／年となっています。
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［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防短期入所生活介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

5,960 5,924 4,620 5,146 5,146 5,226サービス量(日／年)

ア－７ 介護予防短期入所療養介護（介護予防ショートステイ）

［概要］

○ 介護予防短期入所療養介護は、適当と認められた居宅要支援者が、介護老

人保健施設、介護療養型医療施設等に短期間入所し、その施設で、介護予防

を目的として、看護、医学的管理下における介護、機能訓練その他必要な医

療や日常生活上の支援を行うサービスです。

○ 介護する家族の負担軽減の点でも効果の高いサービスなので、必要に応じ

た供給を確保するとともに、その質の向上を図ることが必要です。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が662日／年、令和元(2019)年

度が651日／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防短期入所療養介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

662 651 887 619 619 619サービス量(日／年)

ア－８ 介護予防特定施設入居者生活介護

［概要］

○ 介護予防特定施設入居者生活介護は、有料老人ホーム等に入居している

要支援者に対して、介護予防を目的として、その施設で、サービス内容等を

定めた計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の

支援、機能訓練及び療養上の支援を行うサービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が3,277人／年、令和元(2019)
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年度が3,431人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防特定施設入居者生活介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

3,277 3,431 3,696 3,727 4,087 4,135サービス量(人／年)

ア－９ 介護予防福祉用具貸与

［概要］

○ 介護予防福祉用具貸与は、居宅要支援者に対し、福祉用具の貸与を行う

サービスです。利用に当たっては、福祉用具専門相談員が用具の利用方法や

メンテナンスの相談に応じます。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が42,711人／年、令和元(2019)

年度が45,270人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

介護予防福祉用具貸与のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

42,711 45,270 46,752 48,600 49,476 50,160サービス量(人／年)

ア－10 特定介護予防福祉用具購入費

［概要］

○ 特定介護予防福祉用具購入費は、居宅要支援者に対し、入浴又は排せつの

用に供する所定の福祉用具の販売を行うサービスです。

利用に当たっては、福祉用具専門相談員が相談に応じます。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が1,586人／年、令和元(2019)

年度が1,531人／年となっています。
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［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業者への指導・助言を行い

ます。

特定介護予防福祉用具購入費のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

1,586 1,531 1,680 1,896 1,944 1,992利用者数(人／年)

ア－11 介護予防住宅改修費

［概要］

○ 介護予防住宅改修費は、個々の利用者の身体等の状況に応じた適切な住宅

改修を行う場合に、手すりの取付け等、小規模な住宅改修費用を支給するサ

ービスです。

○ 県全体の利用実績は、平成30(2018)年度が2,228人／年、令和元(2019)年

度が2,024人／年となっています。

［基本的方向］

○ 要支援者の身体等の状況に応じた適切な利用を図るため、市町村を支援し

ます。

介護予防住宅改修費のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

2,228 2,024 2,124 2,544 2,604 2,640サービス量(人／年)

イ 介護予防支援

［概要］

○ 介護予防支援は、要支援者の希望や心身の状況等を勘案し、サービス提供

事業者との連絡調整を行い、介護予防サービス計画（介護予防ケアプラン）

の作成などを行います。

この役割は、地域包括支援センターの設置者が介護予防支援事業者の指定

を受けて実施しており、主に当該センターの保健師等が担っています。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が61,321人／年、令和元

(2019)年度が63,003人／年となっています。
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［基本的方向］

○ 公正性、中立性を確保するため、従事者の資質向上のために必要な研修等

を実施します。

介護予防支援のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

61,321 63,003 62,568 65,664 66,744 67,812サービス量(人／年)

② 地域密着型介護予防サービス

予防給付対象サービスにおいても、地域密着型のサービスとして以下のサー

ビスがあります。

ア－１ 介護予防認知症対応型通所介護(介護予防認知症対応型デイサービス)

［概要］

○ 介護予防認知症対応型通所介護は、認知症の居宅要支援者に対して、老人

デイサービスセンター等において、介護予防を目的とした入浴、食事の提供

とそれに伴う介護その他の必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うサービ

スです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が551回／年、令和元(2019)年

度が512回／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

介護予防認知症対応型通所介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

551 512 342 1,034 1,037 1,039サービス量(回／年)

ア－２ 介護予防小規模多機能型居宅介護

［概要］

○ 介護予防小規模多機能型居宅介護は、居宅要支援者の心身の状況、環境等

に応じて、その方の選択に基づいて、居宅において、サービス拠点への通い、

あるいは短期の宿泊により、介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事の

提供とそれに伴う支援その他の必要な日常生活上の支援や機能訓練を行うサ
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ービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が1,411人／年、令和元(2019)

年度が1,446人／年となっています。

［基本的方向］

○ 事業主体である市町村や事業者に対する助言や情報提供などにより、普及

を促進します。

介護予防小規模多機能型居宅介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

1,411 1,446 1,704 1,896 1,956 2,004サービス量(人／年)

ア－３ 介護予防認知症対応型共同生活介護(介護予防認知症高齢者グループホーム)

［概要］

○ 介護予防認知症対応型共同生活介護は、認知症の要支援者に対して、共同

生活を営むべき住居（グループホーム）において、介護予防を目的として、

入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行う

サービスです。

○ 県全体での利用実績は、平成30(2018)年度が367人／年、令和元(2019)年

度が315人／年となっています。

［基本的方向］

○ 必要かつ適切なサービスが提供されるよう、事業主体である市町村に対し

て助言を行います。

介護予防認知症対応型共同生活介護のサービスの実績及び見込量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

367 315 312 312 312 348サービス量(人／年)
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◆介護給付対象サービスのサービス量の見込み（県全体）

① 居宅サービス等
令和7年度 令和22年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度
種 別 単位 (2025) (2040)

(2021) (2022) (2023)
(参考推計) (参考推計)

訪問介護 回／年 3,948,580 4,077,760 4,228,259 4,336,502 5,656,326

訪問入浴介護 回／年 20,774 21,370 22,043 22,092 27,914

訪問看護 回／年 350,426 362,530 374,564 382,927 496,565

訪問リハビリテーション 回／年 88,667 90,854 93,926 96,082 116,545

居宅療養管理指導 人／年 60,408 62,736 65,124 66,576 86,196

通所介護 回／年 2,550,359 2,601,492 2,662,577 2,739,380 3,341,642

通所リハビリテーション 回／年 525,406 535,957 545,545 544,241 648,629

短期入所生活介護 日／年 266,906 271,048 276,169 280,550 319,439

短期入所療養介護 日／年 25,260 25,934 27,052 27,314 33,472

特定施設入居者生活介護 人／年 24,816 26,148 26,484 30,084 34,980

福祉用具貸与 人／年 213,036 219,384 224,700 229,872 283,008

特定福祉用具購入費 人／年 3,360 3,564 3,672 3,732 4,596

住宅改修費 人／年 3,396 3,468 3,528 3,648 4,440

居宅介護支援 人／年 321,696 329,004 337,044 345,948 423,528

② 地域密着型サービス

令和7年度 令和22年度
令和3年度 令和4年度 令和5年度

種 別 単位 (2025) (2040)
(2021) (2022) (2023)

(参考推計) (参考推計)

人／年 528 768 1,020 1,020 1,020定期巡回・随時対応型

訪問介護看護

夜間対応型訪問介護 人／年 132 132 132 144 216

地域密着型通所介護 回／年 663,655 680,561 695,507 704,804 847,760

認知症対応型通所介護 回／年 34,654 35,489 37,452 40,188 49,782

小規模多機能型居宅介護 人／年 14,124 14,892 15,408 15,888 19,380

認知症対応型共同生活介護 人／年 29,328 30,012 31,236 32,364 37,272

人／年 216 216 216 564 564地域密着型

特定施設入居者生活介護

人／年 3,780 3,780 4,476 4,308 4,728
地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護

3,288 4,056 4,416 4,584 5,748看護小規模多機能型
人／年

居宅介護

③ 施設サービス

令和7年度 令和22年度
令和3年度 令和4年度 令和5年度

種 別 単位 (2025) (2040)
(2021) (2022) (2023)

(参考推計) (参考推計)

介護老人福祉施設 人／年 67,692 67,824 67,908 73,788 85,884

介護老人保健施設 人／年 37,332 37,356 37,368 41,112 49,512

介護療養型医療施設 人／年 6,540 6,372 4,752

介護医療院 人／年 3,588 4,572 6,972 11,628 12,888
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◆予防給付対象サービスのサービス量の見込み（県全体）

① 介護予防サービス等

令和7年度 令和22年度
令和3年度 令和4年度 令和5年度

種 別 単位 (2025) (2040)
(2021) (2022) (2023)

(参考推計) (参考推計)

介護予防訪問入浴介護 回／年 58 94 94 94 58

介護予防訪問看護 回／年 35,251 35,906 36,846 37,448 44,255

回／年 14,604 14,920 15,401 15,847 19,127
介護予防訪問

リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導 人／年 2,460 2,472 2,520 2,580 3,108

人／年 23,460 23,892 24,252 24,852 28,488介護予防通所

リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護 日／年 5,146 5,146 5,226 4,907 5,495

介護予防短期入所療養介護 日／年 619 619 619 656 757

人／年 3,727 4,087 4,135 5,203 5,971介護予防特定施設入居者

生活介護

介護予防福祉用具貸与 人／年 48,600 49,476 50,160 51,780 59,820

特定介護予防福祉用具購入費 人／年 1,896 1,944 1,992 2,076 2,400

介護予防住宅改修費 人／年 2,544 2,604 2,640 2,736 3,252

介護予防支援 人／年 65,664 66,744 67,812 70,344 81,012

② 地域密着型介護予防サービス

令和7年度 令和22年度
令和3年度 令和4年度 令和5年度

種 別 単位 (2025) (2040)
(2021) (2022) (2023)

(参考推計) (参考推計)

回／年 1,034 1,037 1,039 1,138 1,285介護予防認知症対応型

通所介護

人／年 1,896 1,956 2,004 2,040 2,472
介護予防小規模多機能型

居宅介護

人／年 312 312 348 348 396介護予防認知症対応型

共同生活介護
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◆施設・居住系サービスの必要入所（利用）定員総数

○ 必要入所（利用）定員総数とは、介護保険施設・居住系サービスの見込量を基に、

年度ごと、高齢者保健福祉圏域ごとに必要な施設の定員を定めるものであり、その

範囲内で施設の整備を推進します。

○ 本計画における必要入所（利用）定員総数は、各市町村が見込んだ介護保険施設

・居住系サービスの見込量、施設の整備計画等を基に設定したものです。

○ この必要入所（利用）定員総数には、医療療養病床及び介護療養型医療施設から

の転換分は含まない（必要入所（利用）定員総数を理由とする指定・許可の拒否は

行わない）ものとします （既に転換済みの分は計上しています ）。 。

（単位：人）

種別

介護老人福祉施設 1,697 <22> 1,697 <22> 1,697 <22> 1,697 <22>

介護老人保健施設 1,127 1,127 1,127 1,127

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 69 69 69 69

介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 578 599 620 648

認知症対応型共同生活介護 791 836 854 872

圏域計 4,262 <22> 4,328 <22> 4,367 <22> 4,413 <22>

介護老人福祉施設 468 487 496 525 <29>

介護老人保健施設 347 347 347 347

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 0 0 0 0

介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 78 78 78 78

認知症対応型共同生活介護 117 117 117 117

圏域計 1,010 <0> 1,029 <0> 1,038 <0> 1,067 <29>

介護老人福祉施設 1,061 <133> 1,061 <133> 1,061 <133> 1,061 <133>

介護老人保健施設 463 463 463 463

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 12 12 12 12
介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 159 159 159 159

認知症対応型共同生活介護 441 441 441 441

圏域計 2,136 <133> 2,136 <133> 2,136 <133> 2,136 <133>

介護老人福祉施設 601 <58> 601 <58> 601 <58> 601 <58>

介護老人保健施設 280 280 280 280

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 0 0 0 0
介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 72 72 72 72

認知症対応型共同生活介護 387 387 396 405

圏域計 1,340 <58> 1,340 <58> 1,349 <58> 1,358 <58>

宮崎東諸県

令和2年度
（見込み）

令和4年度
(2022)

令和5年度
(2023)

圏域
令和3年度
(2021)

日南串間

都城北諸県

西　諸
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）。１ 〈 〉の数値は、地域密着型介護老人福祉施設（定員29人以下の特別養護老人ホーム）の定員数（内数

２ 介護療養型医療施設は令和５(2023)年度末で廃止されることとなっているため、介護医療院等への転換が

円滑に進むよう努める（介護療養型医療施設は、平成24(2012)年４月以降新たな指定は行われないことから、

必要入所定員総数は設定しないものとする 。。）

３ 混合型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数は、厚生労働省令に基づき、指定を受けた利用定員の

70%で換算した数値（なお、この必要利用定員総数には、養護老人ホームは含まない 。。）

４ 認知症対応型共同生活介護は、市町村の介護保険事業計画で定める必要利用定員総数（令和３(2021)年１

月末時点の見込み）の合計値。

種別

介護老人福祉施設 697 <56> 728 <87> 728 <87> 728 <87>

介護老人保健施設 305 305 305 305

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 0 0 0 0

介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 135 135 135 135

認知症対応型共同生活介護 261 261 279 279

圏域計 1,398 <56> 1,429 <87> 1,447 <87> 1,447 <87>

介護老人福祉施設 611 611 611 611

介護老人保健施設 216 216 216 216

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 50 50 50 50
介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 161 161 161 161

認知症対応型共同生活介護 225 234 234 234

圏域計 1,263 <0> 1,272 <0> 1,272 <0> 1,272 <0>

介護老人福祉施設 696 <40> 696 <40> 696 <40> 696 <40>

介護老人保健施設 535 535 535 535

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 0 0 0 0

介護専用型特定施設入居者生活介護 30 30 30 30

混合型特定施設入居者生活介護 210 210 210 210

認知症対応型共同生活介護 269 287 287 305

圏域計 1,740 <40> 1,758 <40> 1,758 <40> 1,776 <40>

介護老人福祉施設 170 170 170 170

介護老人保健施設 0 0 0 0

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 0 80 80 80

介護専用型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

混合型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 45 45 45 45

圏域計 215 <0> 295 <0> 295 <0> 295 <0>

介護老人福祉施設 6,001 <309> 6,051 <340> 6,060 <340> 6,089 <369>

介護老人保健施設 3,273 3,273 3,273 3,273

介護療養型医療施設 - - - -

介護医療院 131 211 211 211

介護専用型特定施設入居者生活介護 30 30 30 30

混合型特定施設入居者生活介護 1,393 1,414 1,435 1,463

認知症対応型共同生活介護 2,536 2,608 2,653 2,698

県計 13,364 <309> 13,587 <340> 13,662 <340> 13,764 <369>

西都児湯

日向入郷

延　岡

西臼杵

県　計

令和2年度
（見込み）

令和4年度
(2022)

令和5年度
(2023)

圏域
令和3年度
(2021)
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(5) 地域支援事業

［概要］

○ 地域支援事業は、高齢者等が要介護状態等になることを予防するとともに、

要介護状態等になった場合においても、可能な限り地域において自立した日常

生活を営むことができるよう支援するために、市町村が以下のような事業を行

うものです。

① 介護予防・日常生活支援総合事業

ア 市町村が必要と認める要介護者、要支援者及び基本チェックリストで事業

対象者と判断された方を対象とした介護予防・生活支援サービス事業（第１

号事業）

イ 全ての第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる方を対象とした

一般介護予防事業

② 包括的支援事業

ア 地域包括支援センターの運営

・ 総合相談支援業務（高齢者の相談対応、実態把握等）

・ 権利擁護業務（高齢者虐待への対応等）

・ 包括的・継続的マネジメント支援業務（支援困難事例に関する介護支援

専門員への助言、地域の介護支援専門員のネットワークづくり等）

・ 地域ケア会議の実施

イ 在宅医療・介護連携推進事業

ウ 生活支援体制整備事業

エ 認知症総合支援事業

・ 認知症初期集中支援推進事業（認知症初期集中支援チームの個別訪問等

による初期支援）

・ 認知症地域支援推進員等設置事業（医療機関、介護サービスの間の連携

及び認知症の相談業務等）

・ 認知症ケア向上推進事業（認知症地域支援推進員等を活用した対応困難

事例に対するアドバイスの実施や認知症カフェなど認知症に関する知識を

習得・情報交換する場の提供）

③ 任意事業

介護給付費等適正化事業、家族介護支援事業など、地域の実情に応じた事業

の実施

［基本的方向］

○ 地域支援事業の実施主体である市町村に対して、情報の提供、職員の資質向

上を図るための研修の開催等により、円滑な運営を支援します。
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［参考］

介護サービス等の全体像

介護給付（要介護１～５）

予防給付（要支援１～２）

地
域
支
援
事
業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～２、それ以外の者）
○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス（訪問介護相当サービス、サービスA～D）
・通所型サービス（通所介護相当サービス、サービスA～C）
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
○在宅医療・介護連携推進事業
○生活支援体制整備事業
○認知症総合支援事業

任意事業
○介護給付費等適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

○地域支援事業費の実績及び見込み量 単位：千円
平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

2,932,170 2,965,279 3,200,436 3,430,036 3,507,379 3,577,225
1,679,902 1,735,740 2,067,256 2,095,361 2,121,469 2,149,396
408,923 416,031 510,495 558,745 615,579 703,778
5,020,996 5,117,050 5,778,187 6,084,142 6,244,427 6,430,399

○介護予防・日常生活支援総合事業のうち訪問介護相当サービス費、通所介護相当サービス費及び各利用者数の実績及び見込み量
平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

事業費（千円） 528,926 498,540 495,011 529,098 532,641 536,613
利用者数（人/年） 31,776 30,036 29,412 30,312 30,528 30,744
事業費（千円） 1,719,094 1,703,356 1,658,233 1,784,918 1,819,168 1,836,492
利用者数（人/年） 67,632 67,176 66,408 68,964 70,224 70,968

※事業費額については、平成30年度は実績値、令和元年度は暫定値、令和２～５年度は推計値。
※利用者数については、平成30年度、令和元年度は実績値、令和２～５年度は推計値。
※従来、保険給付（予防給付）として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、介護予防・日常生活支援総合事業
の訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービスへ移行しています。

訪問介護相当サービス

通所介護相当サービス

介護予防・日常生活支援総合事業費
包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費
包括的支援事業（社会保障充実分）
合計
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(6) 地域包括支援センター

［概要］

○ 地域包括支援センターは、住民の心身の健康保持及び生活安定のために必要

な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上、福祉の増進を包括的に

支援することを目的としています。

○ 設置主体は、市町村または市町村から委託を受けた法人で、令和２(2020)年

７月現在、全市町村に69箇所設置されています。

＜市町村別設置状況＞

宮崎市19箇所、都城市７箇所、延岡市11箇所、日南市４箇所、小林市２箇所、

日向市５箇所、西都市２箇所、他の市町村は各１箇所

○ 市町村機能の一部として地域の最前線に立ち、高齢者等の総合相談に応じ、

各種の保健福祉サービスの情報提供や関係機関との連絡調整、高齢者の権利擁

護業務、介護予防のケアマネジメント、地域の介護支援専門員の支援など地域

包括ケアシステム構築へ向けた中核的な機関です。

○ 地域包括支援センターには、介護予防や権利擁護、認知症に関することなど、

幅広い業務に対応するため、原則として、保健師、社会福祉士、主任介護支援

専門員の３種の専門職が配置されています。

○ 地域包括支援センターの設置、運営に関しては、その公正・中立性を確保す

るために市町村ごとに 「地域包括支援センター運営協議会」を設置していま、

す。

○ 地域包括支援センターは、市町村から指定を受けることにより、介護予防支

援事業者として予防給付に係るマネジメント業務を行っています。

［基本的方向］

○ 地域包括支援センターの機能が適切に実施できるよう、情報提供や必要な助

言を行います。

○ 地域包括支援センター職員等を対象とした研修を実施し、資質の向上を図り

ます。
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(7) 要支援・要介護認定の適切な実施

［現況］

○ 被保険者が介護保険サービスを受けるには、市町村の要介護・要支援認定を

受ける必要があります。

○ 認定の公平性や客観性を確保するため、認定調査員、主治医意見書を記載す

る医師、介護認定審査会の委員等への研修会を開催しています。

［基本的方向］

○ 要介護認定や介護認定審査会に従事する者を対象に研修を実施し、認定を行

う市町村の支援を行います。

ケアチーム

・日常的個別指導・相談
・支援困難事例等への指導・助言
・地域でのケアマネジャーのネット
ワークの構築

総合相談支援業務
権利擁護業務

介護支援専門員

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

新
予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業

地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ

・アセスメントの実施

↓
・プランの策定

↓
・事業者による事業実施

↓
・再アセスメント

被保険者

主治医

多職種協働・連携の実現支援

連携

行政機関、保健所、医療機関、児童相
相談所など必要なサービスへつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス ヘルスサービス

虐待防止

主治医

ボランティア

民生委員

包括的・継続的
ケアマネジメント支援業務

地域医師会、福祉
関係団体、介護支
援専門員等の職能

団体

利用者、被保険者（老人クラブ等）介護保険サービスの関係者

ＮＰＯ等の地域サー
ビスの関係者

権利擁護・相談を担う関係者

主任介護支援
専門員

地域包括支援センター
運営協議会

介護予防ケアマネジメント業務

・センターの運営支援、評価 ・中立性の確保
・地域資源のネットワーク化 ・人材確保支援

保健師

社会福祉士 介護相談員

虐待防止・早期発見、権利擁護

居宅介護支援
事業所

⇒市区町村ごとに設置

（市区町村が事務局）

包括的支援事業の円滑な実
施、センターの中立性・公正
性の確保の観点から、地域
の実情を踏まえ、選定

チームアプローチ

出典：厚生労働省
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２ 介護保険対象外サービス

(1) 養護老人ホーム

［概要］

○ 養護老人ホームは、65歳以上で、家庭環境や経済的理由等により、居宅に

おいて養護を受けることが困難な者を市町村長の措置により入所させる施設

です。

。○ 令和２(2020)年12月末現在で、33施設、入所定員1,803人となっています

○ 老朽化に伴い生活の場としての機能の低下がみられるなど、居住環境の改

善が必要な施設があります。

［基本的方向］

○ 現在の入所定員を維持することとします。

○ 老朽化した施設の計画的な改築等により、入所者の居住環境の改善を図りま

す。

養護老人ホームの必要入所定員総数（令和５(2023)年度）
（単位：人）

宮 崎 日 南 都 城 西 都 日 向
西 諸 延 岡 西臼杵 合 計

東諸県 串 間 北諸県 児 湯 入 郷

394 250 370 150 210 220 100 109 1,803

(2) 軽費老人ホーム（Ａ型、Ｂ型、ケアハウス）

［概要］

○ 軽費老人ホームは、原則60歳以上で、自立した日常生活を営むには不安が

認められ、家族の援助をうけることが困難な者を、無料または低額な料金で

入所させ、食事の提供等の日常生活上必要なサービスを提供する施設です

（Ａ型、Ｂ型、ケアハウスは、居室面積等の条件が異なります 。。）

○ 令和２(2020)年12月末現在で、21施設、入所定員700人（うちＡ型は２施

設、定員100人／ケアハウスは19施設、定員600人）となっています。

○ 住環境に対するニーズが多様化しており、新たな需要は見込まれない状況

にあります。

［基本的方向］

○ 現在の入所定員を維持することとします。
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○ 今後、軽費老人ホーム（Ａ型、Ｂ型、ケアハウス）の３類型は、ケアハウ

スに統一されるため、既存のＡ型については、建て替えの機会などにケアハ

ウスへの円滑な移行を促進していきます。

軽費老人ホームの入所定員総数の見込み（令和５(2023)年度）
（単位：人）

宮 崎 日 南 都 城 西 都 日 向
西 諸 延 岡 西臼杵 合 計

東諸県 串 間 北諸県 児 湯 入 郷

440 40 90 30 10 70 20 0 700

(3) 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）

［概要］

○ 生活支援ハウスは、高齢等のため独立して生活することに不安のある人に、

居住機能のみならず、介護支援機能、交流機能を総合的に提供する小規模な

複合施設です。

○ 令和元(2019)年11月現在で、10箇所、定員118人となっています。

［基本的方向］

○ 一人暮らし高齢者等の増加により、今後とも必要性が見込まれることから、

事業主体である市町村に対して、必要な助言を行います。

(4) 有料老人ホーム

［概要］

○ 有料老人ホームは、高齢者を入居させて、食事の提供等の日常生活上必要

なサービスを提供する施設です。

○ 有料老人ホームには３つの類型があり 「介護付 「住宅型 「健康型」、 」、 」、

に分類されます。

類 型 類 型 の 説 明

介護等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。
介護が必要となっても、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居介護付
者生活介護を利用しながら当該有料老人ホームの居室で生活を継続す
ることが可能です。

生活支援等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。
介護が必要となった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護

住宅型
等の介護サービスを利用しながら当該有料老人ホームの居室で生活を
継続することが可能です。

食事等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。
健康型

介護が必要となった場合、契約を解除し退去しなければなりません。
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○ 独居や高齢者のみの世帯が増加する中、高齢者が介護等の必要な支援を受

けながら安心して住み続けられる場として、有料老人ホームが多様なニーズ

の受け皿となっており、県内の届出数は、令和2(2020)年10月１日現在で、

481施設、定員12,421人となっています。

有料老人ホームの設置届出状況（令和２ 年10月１日現在）(2020)
（単位：人）

宮崎 日南 都城 西都 日向
西諸 延岡 合計西臼杵

東諸県 串間 児湯 入郷北諸県

667 140 168 85 153 200 330 1,743介護付有料老人ホーム -
(554) (130) (168) (73) (153) (200) (330) (1,608)

4,747 762 2,003 592 816 558 1,107 73 10,658住宅型有料老人ホーム

20 20健康型有料老人ホーム - - - - - - -

合 計 5,434 902 2,171 677 969 758 1,437 73 12,421

( )は、特定施設入所生活介護の指定定員（内数）

［基本的方向］

○ 有料老人ホームが増加する中、県では、国の指針に基づいて策定した有料

老人ホーム設置運営指導指針等により、施設に対して必要な助言・指導等を

行うことで、入居者の安全、安心な生活が維持できるよう、有料老人ホーム

の質の確保に努めます。

○ 「有料老人ホームを対象とした指導の強化について （平成25年５月31日」

付け老高発0531第４号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）において、有

料老人ホームの定義が明確にされたことを受け、市町村と連携し、未届の有

料老人ホームの運営実態の把握に努め、設置届出の徹底を図ります。

また、県に届け出られた有料老人ホームに関する情報は、引き続き市町村

と共有します。

○ 「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律 （平成29年法律第52号）により、有料老人ホームに対する都道府県等に」

よる指導監督の仕組みが強化されるとともに、入居希望者のニーズに合った

有料老人ホームの選択に資するための情報公表の促進等を図ることとされた

ことから、これまで以上に指導監督を徹底するとともに、各有料老人ホーム

が提供するサービスの内容等の積極的な公表を推進します。

(5) サービス付き高齢者向け住宅

［概要］

○ サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者単身・夫婦世帯が安心して暮らす

ことができるよう、一定のバリアフリー構造等を有し、高齢者の生活を支援
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する安否確認等のサービスを提供する住宅です。

○ 県内のサービス付き高齢者向け住宅の登録数は、令和２(2020)年10月１日

現在で、28件、1,074戸となっています。

サービス付き高齢者向け住宅の登録状況（令和２ 年10月１日現在）(2020)

（単位：件、戸）

宮崎 日南 都城 西都 日向
西諸 延岡 合計西臼杵

東諸県 串間 児湯 入郷北諸県

7 2 8 3 1 6 - 28件 数 1

288 76 433 5 91 13 168 - 1,074戸 数

［基本的方向］

○ 民間事業者等に対して、引き続き、サービス付き高齢者向け住宅事業の登

録制度の趣旨・内容の周知を行うことにより、制度の普及を図ります。

○ 住宅の管理及びサービスの提供が適正に行われるよう、登録事業者に対し

て必要な報告を求め、住宅への立入検査等を行うことで、入居者の安全、安

心な生活が維持できるよう支援に努めます。

(6) お泊まりデイサービス

［概要］

○ お泊まりデイサービスは、通所介護事業所の設備を利用して夜間及び深夜

に指定通所介護以外のサービス（宿泊サービス等）を提供するものです。

○ 令和２年(2020)年12月現在で、14事業所が実施しています。

［基本的方向］

○ 平成27(2015)年４月より「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準（平成11年厚生省令第37号 」において、事業の届出や事故）

報告が義務付けられたほか、国より当該サービスを実施する場合のガイドラ

インが示されました。

○ 県では、国のガイドラインや本県の利用実態を踏まえ、指針を策定すると

ともに、事業者に対して必要な助言・指導等を行うことで、利用者の尊厳の

保持及び安全の確保に努めます。

また、事業の届出が義務付けられることを受け、当該サービスの実態把握

に努め、届出の徹底を図ります。
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(7) 在宅介護支援センター

［概要］

○ 在宅介護支援センターは、在宅の高齢者やその家族に対し、総合的な相談

に応じ、ニーズに対応した各種の保健福祉サービスが総合的に受けられるよ

うに行政機関や居宅介護支援事業所等との連絡調整を行い、高齢者及びその

家族の福祉の向上を図る施設です。

○ また、地域の実情に応じ、住民の相談を受け付け、地域包括支援センター

につなぐための窓口（ブランチ）としての役割を担っているセンターもあり

ます。

○ 在宅介護支援センターは、令和元(2019)年７月現在13箇所で業務を行って

います。

［基本的方向］

○ ブランチ機能を有する在宅介護支援センターの取組を支援します。

(8) 老人福祉センター

［概要］

○ 老人福祉センターは、高齢者の各種の相談に応じるとともに、高齢者の健

康の増進、教養の向上、レクリエーションなどを支援する施設です。

○ 令和２(2020)年４月現在で、17箇所設置されています。

［基本的方向］

○ 高齢者の生きがいづくりや交流の場としての活用を支援します。

(9) 市町村保健センター

［概要］

○ 市町村保健センターは、地域保健対策の拠点として、健康相談、保健指導、

健康診査など地域住民に対する保健事業活動の拠点となる施設です。

○ 令和２(2020)年４月現在で、31箇所設置されています。

［基本的方向］

○ 市町村保健センターが地域住民に対する保健事業をより効果的に実施でき

るよう、必要に応じ、市町村に対して助言を行います。
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第２節 介護サービスに係る相談・情報提供体制の充実

１ 相談体制の充実

(1) 地域包括支援センター

［概要］

○ 地域包括支援センターは、高齢者やその家族に対して、各種保健福祉サー

ビスや介護保険サービスに関する総合的な相談や、高齢者等に対する虐待の

防止等の権利擁護に関する相談・支援などを行うとともに、必要な情報提供

を行います。

また、対応が困難なケースへの対応など各地域の介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）の活動を支援します。

［基本的方向］

○ 各種の専門的な相談に対応できるよう、職員の資質向上や関係機関との連

携の推進を支援します。

(2) 在宅介護支援センター

［概要］

○ 在宅介護支援センターは、在宅の高齢者やその家族にとっての身近な相談

窓口として、各種保健福祉サービスや介護保険サービスに関する相談等に応

じるとともに、必要に応じて情報提供を行っています。

［基本的方向］

○ 地域包括支援センターのブランチ機能を有する在宅介護支援センターの取

組を支援します。

(3) 介護相談員

［概要］

○ 介護相談員は市町村に登録され、サービス利用者等から申し出のあった介

護サービス事業者に派遣を行うことにより、利用者の疑問や不安の解消など

に努めています。

○ 介護相談員を登録している市町村は、令和２(2020)年４月現在で、５市町

村です。
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［基本的方向］

○ 介護相談員の派遣を行う市町村の取組を支援します。

(4) 高齢者権利擁護支援センター

［概要］

○ 高齢者権利擁護支援センターは、市町村や地域包括支援センター等に対し、

高齢者虐待の防止、成年後見制度の活用など権利擁護等について支援を行う

ことにより、高齢者がその有する能力に応じ自立した生活を営むことができ

るよう支援する機関です。

○ 高齢者虐待については、高齢者虐待対応専門職チーム（県弁護士会及び県

社会福祉士会の会員から構成）と連携した相談窓口を設置しているほか、市

町村、地域包括支援センター等の職員を対象とした孤立死防止会議等を開催

しています。

○ 高齢者のための成年後見制度の活用や相談、市町村職員や市町村社会福祉

協議会等の職員に対する実務研修を開催しています。また、専門職種団体と

の連携を支援しています。

［基本的方向］

○ 高齢者の権利擁護の支援機関として、高齢者やその家族を支える市町村や

地域包括支援センターと連携するとともに、その取組を支援します。

(5) 福祉用具展示場

○ 県社会福祉協議会が運営する福祉用具展示場では、約700点の福祉用具及

び介護ロボットを展示し、見学・相談に応じるほか、効果的な活用方法や導

入事例、導入効果を紹介するとともに、介護サービス事業者の職員等に対し

福祉用具及び介護ロボットの貸出を行っています。

○ また、介護ロボットは介護職員の身体的負担の軽減や介護業務の効率化に

つながることから、その有用性を介護職員等に実感してもらうために体験会

を実施するなど、普及・啓発に努めています。
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２ サービス情報の提供及び苦情処理

(1) サービス情報の提供

［現況］

○ 利用者が安心して保健福祉サービスを選択できるようにするためには、事

業者の提供するサービス内容などの情報が利用者に適切に提供されることが

必要です。

○ 本県では、県庁ホームページ に保健福祉サービスの内容、相談窓口、(*1)

施設の一覧等を掲載しており、県民への情報提供に努めています。また、宮

崎県社会福祉協議会のホームページ においても、県内の福祉や保健関係(*2)

の情報提供を行っています。

○ 福祉サービス水準の維持・向上や、利用者が適切なサービスの選択に利用

できるよう、福祉サービス第三者評価の普及促進が必要です。

［基本的方向］

○ 利用者が安心して保健福祉サービスを選択できるよう、より効果的な情報

の提供に努めます。

○ 福祉サービス第三者評価の推進体制を整備し、その周知や普及を図り、利

用者が自分のニーズにあった事業者を選択するための有効な情報を提供する

とともに、県民の福祉サービスの選択肢の拡大に資するため、受審件数の増

加に努めます。

*1 宮崎県庁ホームページアドレス： http://www.pref.miyazaki.lg.jp
*2 宮崎県社会福祉協議会ホームページアドレス： http://www.mkensha.or.jp



- 121 -

(2) 介護サービス情報の公表

［現況］

○ 高齢者やその家族等が適切な介護保険サービスを選択し、利用するために

は、必要な情報を容易に入手できることが重要です。

○ このため、平成18(2006)年度から介護保険の事業者または施設の開設者に

ついては、事業所の情報を公表することが義務付けられており、公表機関

(県)により、インターネット上で公表するという「介護サービス情報 の(*3)

公表」制度を実施しています。

○ 令和元(2019)年度のアクセス件数は約２万5,300件（月平均で約2,100件）

となっています。

［基本的方向］

○ 利用者が安心して介護サービスを選択できるための情報の提供を行います。

(3) 介護保険の苦情処理

［現況］

○ 介護保険の苦情処理については、様々な段階で対応できるよう体制の整備

を図っています。

・ サービス提供事業者や施設に対しては、苦情相談窓口が適切に運営される

よう指導しています。

・ 介護支援専門員に対しては、利用者の苦情申立てに対し適切な対応や必要

な援助を行うよう指導しています。

・ 市町村は第一次的な窓口として、利用者に対して十分な説明を行うととも

に、事業者に対しても調査・指導・助言を行っています。

・ 宮崎県国民健康保険団体連合会（以下「県国保連」という。)は、介護保

険制度上の苦情処理機関として、苦情の申立てに基づき、事業者等に対する

調査・指導・助言の権限を持って対応しています。

・ 県は事業者等に対する指導監査権限に基づき、苦情に関して事業者等が介

護保険制度に基づいた適切な対応をとるよう指導しています。

○ 地域包括支援センターにおける相談機能や関係機関との連携を強化し、よ

り迅速かつ適切な対応を図っていくことが重要です。

*3 介護サービス情報：介護サービスの内容及び運営に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする
要介護・要支援者やその家族等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するための情報。
介護サービス情報システムアドレス： http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp
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［基本的方向］

○ サービス提供事業者、施設及び居宅介護支援事業者に対して、苦情処理体

制を整備し、苦情に対して迅速・誠実に対応するよう指導します。

○ 県国保連や市町村等関係機関と連携を図り、円滑な苦情処理が行われるよ

う努めます。
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第３節 介護給付適正化の推進

１ 第５期介護給付適正化計画策定について

(1) 現状と課題

介護保険制度発足当初に比べ、介護給付費は、サービスの利用拡大に伴って急激

に増加し、被保険者が納める介護保険料も大きく上昇しています。

そのため、介護保険制度への信頼を高め、持続可能な制度の構築に資するため、

介護給付の適正化を図ることが重要です。

〈介護給付の適正化とは〉

介護給付を必要とする受給者を適切に要介護認定し、受給者が真に必要とする過不

足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことであり、適切なサービス

の確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高め、持

続可能な介護保険制度の構築に資するものです。

(2) 介護給付適正化の推進（第５期介護給付適正化計画）

本県では 「第４期宮崎県介護給付適正化計画 （平成30(2018)年度から令和２、 」

(2020)年度）を策定し、県と市町村に加え、県国保連とが一体となり、その推進に

取り組んできたところですが、厚生労働省の第５期に係る「 介護給付適正化計『

画』に関する指針」を受け 「第５期介護給付適正化計画 （令和３(2021)年度か、 」

ら令和５(2023)年度）を次のとおり策定します。

なお、本計画については、計画の評価や客観性・透明性を高めることが必要であ

ることから、県ホームページ等により公表します。

２ 介護給付適正化事業について

(1) 市町村が行う介護給付適正化事業の概要

① 事業概要

市町村では、同指針が示す主要５事業「要介護認定の適正化 「ケアプラン」、

の点検 「住宅改修、福祉用具購入・貸与の点検 「縦覧点検・医療情報との」、 」、

突合 「介護給付費通知」を実施しています。その他、給付実績を活用した適」、

正化事業等についても、取組を検討していくこととしています。

② 第４期の取組状況について

第４期宮崎県介護給付適正化計画で設定した令和元(2019)年度の主要５事業の

目標値及びそれに対する実績値は、以下のとおりとなりました。

主要５事業について未実施の市町村がある理由としては 「人員体制の確保が、

できていない」ことがあげられています。
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【適正化事業の実績値】

令和元(2019)年度 令和元(2019)年度

（目標値） （実績値）

要介護認定の適正化 100.0% 96.2%

ケアプランの点検 100.0% 100.0%

住宅改修の点検 92.3% 92.3%

福祉用具購入・貸与の点検 88.5% 96.2%

縦覧点検 100.0% 100.0%

医療情報との突合 100.0% 100.0%

介護給付費通知 84.6% 88.5%

その事業に取り組む（取り組んだ）市町村数
※目標値・実績値 ＝

全市町村数（26市町村）

③ 第５期の取組の方向性について

ア 実施目標及び評価

第５期計画期間においては、市町村は期間内において実施する具体的な事業

の内容及びその実施方法とその目標を実施目標として定めます。

また、各事業ごとに令和３(2021)年度から令和５(2023)年度までの毎年度ご

との目標の設定及び設定した目標に対する評価を行います。なお、県は全県的

な結果を取りまとめ、市町村に報告し、情報共有を図ります （ ５ 市町村。「

の目標設定及び評価」参照）

イ 事業の優先度

市町村が行う適正化事業は、本来は、主要５事業の全てを実施することが望

ましいですが、すべての事業を均等に拡充していくことが難しい場合は、即効

的な効果が最も見込まれる「縦覧点検・医療情報との突合 、介護保険制度の」

要である介護支援専門員を支援する「ケアプランの点検」及びその他の３事業

の中から介護給付の適正化を進める上で効果的と考える１事業の合計３事業を

優先的に実施しつつ、実施していない事業の早期実施を検討していく必要があ

ります。
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ウ 受給者の理解の促進

介護給付の適正化は、受給者にとって真に必要なサービスを事業者から適切

に提供されるようにすることをねらいとしているので、市町村は、設定した目

標やその評価状況についてホームページや広報誌によりわかりやすく公表する

ことなどにより、サービスを受ける住民やその家族に対し、その目的や内容に

ついて理解を深めるよう努める必要があります。

エ 事業者等との目的の共有と協働

介護給付の適正化は、受給者に対して真に必要とする過不足のないサービス

を実施することを通じて、事業者への受給者や地域からの信頼を高め、ひいて

は継続的な活動の基盤を強化し、事業者自身の健全な発展を推進するものでも

あるため、市町村は、様々な機会を通じて事業者と適正化事業の目的を共有し、

その実現に向けて協働して取り組むよう事業者や事業者団体に対して働きかけ

ることが必要です。その際には、事業者に従事する専門職にも目的の共有を働

きかけていくことも重要となります。

オ 県及び県国保連との連携について

適正化事業の実施主体は市町村ですが、一方で市町村の体制等に差があり、

また、市町村単独では効率的・効果的に実施することが難しい取組もあること

から、適正化事業の推進に当たっては、県と県国保連とが相互の主体性を尊重

しつつ現状認識を共有し、一体的に取り組むことができるよう連携を強化して

いく必要があります。

その中で、県は適正化事業の推進に当たって、市町村が必要とする支援につ

いて把握するとともに、県国保連が提供可能な協力内容を把握し、両者の間に

立って積極的に調整を行います。

また、３者が合同で介護給付適正化に係る研修会を実施するなどして、連携

体制の強化を図ります。

(2) 県が行う介護給付適正化事業の概要

県は、介護給付適正化事業として 「指導監査等の実施 「自立支援及び在宅医、 」、

療・介護の連携支援 「介護保険制度の周知」を実施しています。」、

また、県は市町村に対して、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう

に必要な助言及び適切な援助を行うべき立場にあるため(介護保険法第５条第２項)、

市町村の介護給付適正化事業における進捗状況等を把握し、適切な助言や援助を行

います。
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３ 市町村が行う介護給付適正化事業と県の支援方針

(1) 要介護認定の適正化（認定調査状況チェック）

① 事業の内容

本事業は、要介護認定における認定調査の内容について市町村職員等が点検を

行うことにより、適切かつ公平な要介護認定の確保を図るために実施するもので

す。

具体例としては、基本調査の選択と特記事項の不整合の有無の確認、特記事項

に基本調査の選択根拠、介護の手間、頻度といった認定審査会で必要とする記載

があるかの確認等の適切な点検の実施及び再調査を検討することなどが挙げられ

ます。

② 市町村への支援方針

県では、これまで国の要介護認定適正化事業の活用推進や認定調査及び介護認

定審査会における留意点などについて、市町村担当者会議等において周知をして

きました。

また、市町村における認定に係る知識及び技能の修得等を目的とする下記の研

修事業を実施し、認定調査員や介護認定審査会委員等の資質の向上を図ります。

・認定調査員研修（対象:認定調査員）

・介護認定審査会委員研修（対象：介護認定審査会委員）

・主治医研修（対象：要介護認定の主治医意見書を作成する医師）

・介護認定審査会運営適正化研修（対象：介護認定審査会事務局職員等）

・厚生労働省要介護認定適正化事務局による技術的助言

(2) ケアプランの点検

(2-1) マニュアル等に基づくケアプランの点検

① 事業の内容

介護支援専門員が作成する要支援及び要介護認定者の介護サービス計画（以下、

ケアプラン」という ）について、ケアマネジメントのプロセスを踏まえた「自。

立支援」に資する適切なものとなっているかを、市町村が介護支援専門員と一緒

になって検証確認するものです。

② 市町村への支援方針

事業に取り組む市町村数が増加することやケアプランの質の向上を図るために、

マニュアルの活用方法についての研修（ケアプラン点検研修会）を行います。

更に、点検業務を行うことができる専門職の配置が難しい状況にある市町村に

あっては、専門職以外の職員に対してのケアプラン点検の実地説明を行い、市町

村支援の充実を図ります。
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(2-2) 地域ケア会議

① 事業の内容

地域ケア会議は、地域包括支援センターまたは市町村が主催し、設置・運営す

る「行政職員をはじめ、地域の関係者から構成される会議体」と定義され、個別

ケースの支援内容の検討を通じ、地域の介護支援専門員のケアマネジメント支援、

地域包括支援ネットワークの構築、個別ケースの課題分析を行うことによる地域

課題の把握等を目的に実施されるものです。

② 市町村への支援方針

市町村及び地域包括支援センターが、利用者の自立支援・重度化防止に向けて

多職種協働による有効的な地域ケア会議を実施できるよう、情報提供や研修、地

域ケア会議の普及などの支援を行います。

また、ケアプランを作成する介護支援専門員の技術力向上に資するよう、市町

村職員のファシリテーション能力向上や、リハビリテーション専門職や栄養士等

の専門職に対するアドバイス能力向上に係る研修会を行います。

(3) 住宅改修、福祉用具購入・貸与の点検

① 事業の内容

・ 住宅改修の点検

在宅の受給者が、手すりの取付け等、日常生活を維持する上で必要な改修工事

を行う際に、市町村が施工前に受給者宅の実態確認や工事見積書の点検、竣工時

に訪問調査等を行うことにより、改修内容が受給者の状態に適したものであるか

の点検を行うものです。

・ 福祉用具購入・貸与の点検

受給者の状態像に適した福祉用具の選定がなされているかを確認するために、

市町村が福祉用具利用者宅への訪問調査並びにケアプラン及び福祉用具に係る計

画の点検を実施するものです。

特に軽度の受給者に対しては、一部の福祉用具について一定の条件を満たさな

ければ支給対象とならないものがあるため、その判断が介護支援専門員及び福祉

用具貸与事業者によって適切になされているかを、ケアプラン、サービス担当者

会議での検討内容、主治医の意見等により確認します。

② 市町村への支援方針

受給者が在宅で自立した生活を送る上で、自宅の快適性・安全性の確保及び適

切な福祉用具の利用は必要不可欠です。

そのため、市町村が住宅改修及び福祉用具貸与・購入について関係機関と連携

して関係書類の点検及び受給者宅への訪問調査を実施していくことが重要であり、

市町村は、主体的に事業を実施していくとともに、県は市町村に対して、点検を

実施するために必要な助言及び援助を適宜行います。
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(4) 縦覧点検・医療情報との突合

① 事業の内容

縦覧点検とは、県国保連から提供される複数月の明細書における算定回数の確

認やサービス間・事業所間の給付の整合性を確認するための縦覧点検結果情報を

もとに、市町村が受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細

書内容）を確認し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検

を行い、請求内容の誤り等を早期に発見し、適切な処置を行うものです。

また、医療情報との突合とは、県国保連が医療及び介護の審査支払業務により

保有する入院等の医療情報と介護情報を突合した結果（医療給付情報突合リス

ト）を元に、市町村が二重請求や誤った請求等の有無の確認を行うものです。

縦覧点検及び医療情報との突合は、県国保連の適正化システムの帳票を活用し

て行います。縦覧点検については平成28(2016)年度当初から、医療情報との突合

については、平成28(2016)年度途中から、県国保連と全市町村との委託契約によ

り実施されているところです。 厚生労働省によると、当事業は、費用対効果が

最も見込まれる事業とされており、本県においても各市町村はケアプランの点検

事業と共に優先的に実施する必要があります。

② 市町村への支援方針

縦覧点検及び医療情報との突合は、適正化事業の中でも優先的に取り組むべき

事業であることから、第５期計画期間においても、市町村から県国保連への委託

を推進することとします。また、県と県国保連の連携をより一層強化し、市町村

支援のためのさらなる方策等を検討し、実施してまいります。

(5) 介護給付費通知

① 事業の内容

市町村が、受給者本人（又は家族）に対して、事業所からのサービスの請求状

況及び費用等について通知することにより、受給者や事業者に対して適切なサー

ビスの利用と提供を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを改めて確

認し、適切な請求に向けた抑制効果をあげるものです。

介護給付費通知については、これらを達成する目的で受給者に送付されるもの

であることから、すぐに給付費削減に繋がるといった費用対効果が現れる性質の

ものではありませんが、制度維持のため、継続して行うことがとても重要な事業

です。

② 市町村への支援方針

実施していない市町村は、これまで述べた当事業の趣旨を理解し、できるだけ

早い段階で実施する必要があります。また、既に実施している市町村は、毎年度

事業の評価を行い、効率的・効果的な事業にしていく必要があります。
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事業を実施していない市町村は、下記の工夫などを行うことにより、第５期計

画期間中に着実に事業を開始することが重要です。

・通知の範囲を効果の期待できる対象者・対象サービスへ絞り込む

・県国保連へ委託の検討

・圧着葉書型通知の活用による郵送費用の軽減

・発送月数や発送部数等の工夫を行う

そのため、県は、実施していない市町村に対して、実施している市町村の実施

方法などを紹介し、実施開始に向けてのサポートを行います。

また、県国保連は業務委託を検討している市町村との連携を密にし、要望があ

れば、できる限り取り入れるよう努めていく必要があります。

(6) 市町村の主要５事業の目標値

第５期計画期間における主要５事業の目標値は、次のとおりとします。

原則全市町村での実施を目指しますが、小規模市町村において、体制等の理由に

より全事業の実施が難しい実情を踏まえ、優先順位をつけて重要事業に取り組むこ

ととします。

【適正化事業の目標値】

令和３ 令和４ 令和５

年 度 年 度 年 度

(2021) (2022) (2023)

要介護認定の適正化 96.2% 100.0% 100.0%

ケアプランの点検 100.0% 100.0% 100.0%

住宅改修の点検 92.3% 92.3% 96.2%

福祉用具購入・貸与の点検 96.2% 96.2% 96.2%

縦覧点検 100.0% 100.0% 100.0%

医療情報との突合 100.0% 100.0% 100.0%

介護給付費通知 88.5% 88.5% 92.3%

その事業に取り組む市町村目標数
※目標値 ＝

全市町村数（26市町村）
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４ 県が行う介護給付適正化事業

(1) 指導監査等の実施

① 実効性ある指導監査業務の推進

指導監査業務を担う県職員に対して、人員配置や経験年数等により、指導監査

の技術や指導内容に差が生じないよう、介護報酬等の知識修得や指導技術の平準

化のための研修を実施します。

併せて、関係部局等と連携して介護サービス事業者に対する集団指導を実施す

ることで、情報の共有化を図るとともに、実効性ある指導監査業務を推進します。

また、地域密着型サービスの指導監査を担う市町村に対しても、研修やヒアリ

ング等を通して適宜助言・指導を実施します。

② 介護サービス事業者に対する指導・啓発の実施

ア 集団指導

改正介護保険法の令和３(2021)年度からの施行に係る趣旨・目的の周知、介

護報酬請求に係る過誤・不正の防止について、必要に応じて適宜集団指導を実

施します。

イ 実地指導

介護サービス事業者に対する指定基準、運営基準及び介護報酬請求に係る指

導等を実施します。

ウ 監査

著しい基準違反や不正請求が確認された場合や苦情・通報等が寄せられた場

合は、必要に応じて関係部局等と連携して監査を実施し、適切な措置を講じま

す。

③ 苦情・通報情報等の把握、分析及び共有

利用者等からの苦情及び市町村や事業所等からの通報等について、関係機関と

共有を図るとともに、必要に応じて、立ち入りや指導監査を実施します。

また、適切な介護保険サービスの確保、介護保険制度の円滑な実施に資するた

め、苦情処理業務を行う県国保連に対し、必要経費について助成を行います。

(2) 自立支援及び在宅医療・介護の連携支援

在宅において医療と介護の両方を必要とする高齢者に対して、自立支援に繋がる

適切な医療系サービスの提供が行われるよう、介護支援専門員の多職種協働や医療

との連携を支援するための研修会を開催します。

(3) 介護保険制度の周知

各市町村においては、広報誌での広報をはじめ、あらゆる機会を通じ、制度の周

知を図っているところでありますが、県としても、引き続き、適正な介護サービス

を利用してもらうために、県庁出前講座などでの説明会や県庁ホームページに「な
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るほど・ザ・かいごほけん」を掲載することなどを通じて、介護保険制度につい

ての理解の促進を図ります。

５ 市町村の目標設定及び評価

市町村が行う介護給付適正化事業は、本来発揮するべき保険者機能の一環として

自ら積極的に取り組むべきものであるため、第５期計画期間において、市町村はＰ

ＤＣＡサイクルを活用し、自らの「実施目標」及び「年度ごとの目標及び評価」を

設定します。

(1) 実施目標

実施目標とは、第５期計画期間内において実施する具体的な事業の内容及びそ

の実施方法とその目標のことをいいます。

実施目標は、本適正化計画の内容を勘案しながら、主体的かつ可能な限り具体

的に設定します。市町村は、県が定める様式により実施目標を設定し、令和３(2

021)年６月末までに県に報告を行います。

(2) 年度ごとの目標及び評価

年度ごとの目標及び評価とは、令和３(2021)年度から令和５(2023)年度までの

毎年度ごとに目標を設定し、前年度の評価を行うことをいいます。

市町村は、毎年度末に県が定める様式により前年度の評価及び次年度の目標設

定を行い、毎年度７月末までに県に報告を行います。
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第４節 災害や感染症への備え

１ 災害への備え

［現況］

○ 近年、全国的に風水害などの自然災害が多発しており、令和２(2020)年７月

豪雨では熊本県球磨村の特別養護老人ホームにおいて、多数の利用者が亡くな

るという痛ましい被害が発生するなど、台風や豪雨による浸水被害等により、

介護保険施設等における犠牲者が相次いでいます。とりわけ、その犠牲者の多

くが高齢者となっていることから、災害発生時の避難等に特に支援を必要とす

る高齢者などの避難行動要支援者が安心して避難できるための体制整備や避難

所の確保等を行う必要があります。

○ 高齢者等の地域の災害時要配慮者が、避難所等において、長期間の避難生活

を余儀なくされ、必要な支援が行われない結果、生活機能の低下や要介護度の

重症化などの二次被害が生じている場合もあります。

○ これらの方が、避難生活終了後、安定的な日常生活へと円滑に移行するため

には、避難生活の早期の段階から、その福祉ニーズを的確に把握するとともに、

可能な限りそのニーズに対応し、生活機能の維持を支援していく体制の構築が

喫緊の課題となっています。

［基本的方向]

○ 災害対策基本法 に基づき、災害時に高齢者などの避難行動要支援者が円（*4)

滑に避難できるよう、市町村が行う避難支援に関する計画策定等の取組等を支

援します。

○ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設のうち、水防法

や土砂災害防止法に基づく避難確保計画を作成していない介護保険施設等につ

いては、市町村の関係部署と連携し、早期に避難確保計画を作成し、避難訓練

を実施するよう指導します。

○ 市町村が介護保険施設等と連携して行う、災害時の福祉避難所の指定等を促

進します。

○ 一般避難所で災害時要配慮者に対する福祉支援を行う「災害派遣福祉チー

ム」を組成するとともに、一般避難所へこれを派遣すること等により、必要な

*4 災害対策基本法：昭和34年の伊勢湾台風を契機に昭和36年に制定された、日本の災害対策の最も基本となる法律。
平成23年の東日本大震災の教訓を踏まえ、平成24年度、25年度の２次にわたり、大規模広域な災害に対する即応力の強化、

住民等の円滑かつ安全な避難の確保等を内容とする見直しが行われた。
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支援体制を確保することを目的として、県、社会福祉協議会や社会福祉施設等

関係団体などの官民共同による「災害福祉支援ネットワーク」を構築します。

○ 介護保険施設等の利用者が津波等の災害時に円滑に避難できるよう、各施設

等において、避難時の人員体制の確保や避難経路等を再度確認するとともに、

非常災害時には市町村の避難情報に基づき早めに避難するなど、利用者の安全

確保に向けた対策を講じるよう促します。

２ 新型コロナウイルス等の感染症への備え

［現況］

○ 介護保険施設等が提供する各種サービスは、利用者やその家族の生活を継続

する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者が

必要とする各種サービスを継続的に提供することが重要です。

○ 感染防止対策として最も重要な取組は「感染経路の遮断」であり、そのため、

病原体を「施設内に持ち込まない 「施設外に持ち出さない 「施設内に拡げ」 」

ない」ことが必要です。

○ 高齢者は感染症に対する抵抗力が弱く、重症化リスクも高いため、介護保険

施設等においては、利用者が感染しないよう、日頃から適切な感染防止対策を

講じる必要があります。

○ 介護保険施設等で感染症が一旦発生すると集団感染する可能性があるため、

適切な初動対応など、感染を広げないための対策を講じる必要があります。

[基本的方向]

○ 日頃からの備えとして、手指消毒や職員・入所者の健康管理、手に触れる場

所の清掃・消毒、衛生用品の備蓄など、標準的な感染防止対策を徹底するよう

介護保険施設等を指導します。

○ 介護保険施設等において、発生時には施設内及び関係機関と速やかに情報共

有や初動対応ができるよう、事前の体制を整備するとともに、日頃から、発生

した場合に備えてシミュレーションをするなど、万一感染者が発生した場合で

も感染拡大を防止するための対策を徹底するよう指導します。

○ 介護保険施設等で新型コロナウイルスの感染者、特に集団感染が発生し、職

員が不足する場合に備え、職員派遣や代替サービスの提供を行うための応援体

制を構築します。
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